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1――はじめに−未だ不透明な離脱の道筋、将来の関係- 

 

英国時間 2019年 3月 29日 23時（中央ヨーロッパ時間 2019年 3月 30日 0時、日本時間 30日午前

８時）の英国の欧州連合（ＥＵ）離脱まで残すところ 90日余りとなった。 

しかし、英国が、どのような経路で離脱するのかも、ＥＵとどのような関係を築くのかも決まらな

いまま 2018年は終わろうとしている。 

11月 25日のＥＵ首脳会議で「離脱協定1」と「将来の関係の政治合意（以下、政治合意）2」が正式

に承認されたが、英国議会下院での採決は、大差の否決を回避するためのメイ首相の判断で、当初予

定されていた 12月 11日から年明け後に延期されたからだ。 

英国議会下院は、クリスマスと年初の休会が開けた１月７日に離脱協定の審議を再開、14日の週に

採決を行う予定だ（図表１）。英国の離脱法が１月 21日を交渉の決裂や合意なしを判断する期限とし

ているため再延期は難しい。 

メイ首相がＥＵとの 17カ月にわたる協議の末にまとめた「離脱協定」と「政治合意」は、英国以外

の 27のＥＵ加盟国の全会一致を必要とする「離脱期限の延長」をしない前提に立つ限り、秩序立った

離脱を確実に実現する唯一の選択肢だ。 

議会には「合意なき離脱（ノー・ディール）は回避すべき」とのコンセンサスがある。それでも、

ノー・ディールにつながりかねない協定案への不支持が多数を占めるムードに変化の兆しはない。 

以下では、そもそも、なぜメイ首相の協定案は支持されないのか、仮に英国議会下院が協定案を否

決した場合に浮上する選択肢の実現可能性や問題点、さらに世論調査の結果などから、離脱選択から

２年半が経過した英国の現状を考察する。 
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図表１ 英国のＥＵ離脱手続きのこれまでの流れと離脱期限までのスケジュール 

 

（*）英国時間 23時（資料）ＥＵ首脳会議声明文などから作成 

 

 

2――メイ首相の協定案−期限通り秩序立った離脱を実現する唯一の選択肢がなぜ支持されないか− 

 

1｜背景としての議会の分裂 

メイ首相の協定案は、後述の通り、ヒトの移動の自由を制限し、規制の権限を取り戻すために単一

市場からは離脱するものの、財については自由貿易圏を形成するなど、離脱推進派と、もともとは残

留を望んでいた穏健離脱派の折衷案という性格がある。 

離脱による英国経済や社会へのダメージを抑えるべく、ＥＵ市場へのアクセスを確保するため、妥

協した部分もある。 
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メイ首相の協定案は、離脱派と残留派の主張の折衷案であり、ＥＵに対する妥協案でもあるために

支持は低い。 

しかし、英国が置かれている現状に照らし合わせると、メイ首相が強調するとおり、「実現可能で最

善の合意（best possible deal）」でもある。 

メイ首相の協定案への支持が低い根本の原因は、そもそもＥＵ離脱のあり方を巡って、議会が分裂

しており、折衷案に歩み寄ろうという機運がないことにある。 

保守党内の強硬離脱派は、協定案はＥＵに譲歩し過ぎており、離脱の意味を損なうと批判する。メ

イ首相が 12 月 11日の採決を延期したことへの反発から、12 月 12日にはメイ首相に対する保守党の

下院議員による党首不信認投票が行われた。結果は、信認票が 200、不信任票が 117 でメイ首相の続

投が決まり、向こう１年間、メイ首相が信認を問われることもなくなった。しかし、メイ首相は、信

認投票を前に、22年の次の総選挙は、党首として臨まない方針を示すことで、辛うじて逃げ切った面

もある。保守党内でメイ首相の協定案に潜在的に不満を持つ議員の数は 117と考えられる。 

メイ政権に閣外協力している北アイルランド地域政党・民主統一党（ＤＵＰ）は、協定が次節で触

れる北アイルランドと英国の他の地域との分断につながることに不満を抱く。 

残留派や野党から見れば、協定案は、国民投票での離脱派の公約が実現困難であることを証明する

ものであり、与党・保守党には政権を担う能力がないことを示すものである。最大野党・労働党は、

９月の党大会で議会否決の場合、総選挙を求める方針を確認している。労働党の支持者は、党内には

「再国民投票」で、もう一度民意を問い、残留への道を拓くべきとの意見も根強い。自由民主党（Ｌ

ＤＰ）は 17年の総選挙の時点でも「再国民投票」を主張しており、第２党のスコットランドの地域政

党・スコットランド民族党（ＳＮＰ）も、単一市場、関税同盟残留という「より穏健な離脱」を求め

る立場だ。離脱撤回への布石となる再国民投票も支持する（図表２）。 

 

図表２ 英国下院の議席配分とメイ首相の協定案への姿勢 

 

（*１）12月 12日の保守党のメイ首相の党首としての信任投票への不信任票は 117票 

（*２）正副議長４議席と登院していないシンフェイン党の 7議席を除いた単純過半数は 320議席 

（資料）英国議会、各種報道より作成 

 

２｜アイルランド国境管理のバックストップの恒久化への懸念 
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保守党内の強硬離脱派やＤＵＰが問題視するのは、離脱協定の付属議定書として盛り込まれたアイ

ルランドの国境管理のバックストップだ。 

バックストップとは、2020年末まで現状を維持する「移行期間」の終了時に、アイルランドと北ア

イルランドの国境の厳格な乖離を回避する代替案で合意しない場合に発動される安全策だ。 

ＥＵ側は、バックストップとして、北アイルランドをＥＵの関税同盟に残す提案をしていたが、英

国の分断につながるとの立場から英国が拒否、結局、協定案は、①北アイルランドを含む英国全体が

「関税同盟」に残る3、②北アイルランドはＥＵ単一市場での製品の自由な流通のための特別な規制の

調和を図るという内容にまとまった。また、バックストップに代替する選択肢として、③現状を維持

する「移行期間」を 2020年末以降、最大２年間延長を認める条項も盛り込まれた4。 

「関税同盟」の詳細は、「英国とＥＵが構成する共同委員会が成文化する」ことになっているが、英

国にとっては、①によって、移行期間終了後も通商権限が制限され、ＥＵルールへの適合を求められ

る状況が長期化すること、②によって北アイルランドと英国の他の地域との規制の分断が生じること、

③を選んだ場合でも、主権の制限が長期化するおそれがある（図表３）。 

 

 図表３ 離脱協定のバックストップを巡る合意内容と英国にとっての問題点 

 

（資料）Agreement on the withdrawal of the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland from the 

European Union and the European Atomic Energy Community, as endorsed by leaders at a special meeting 

of the European Council on 25 November 2018  

 

とりわけ、強硬離脱派は、バックストップの停止を英国が一方的に停止できない5ことを警戒してい

る。この規定により、ＥＵが恒久的に英国を関税同盟に留め、ＥＵ規則に縛り続けるとの懸念が強い。

12月 4日に「議会侮辱にあたる」との動議が可決されたことを経て、12月 5日に全文公開を迫られた

コックス法務長官のメイ首相への法的助言6も、この懸念を裏付ける内容だった。 

現実には、バックストップの恒久化は「行き過ぎた懸念」という面もある。ＥＵは、そもそもバッ

クストップとして英国全体が関税同盟に残留することは望んでいなかった。コックス法務長官の法的

助言でも「ＥＵ法にとっても快適な安住の地では決してない」としている。いずれにせよ、離脱推進
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派のＥＵへの不信感はそれだけ強いということなのだろう。 

12月 11日の採決を延期し、12日の保守党の党首不信認投票を経て、13日の首脳会議に参加したメ

イ首相は、ＥＵに対してバックストップの「期限を設ける」ことを要望したとされる。しかし、バッ

クストップとしての意義を失わせる要望をＥＵが受け入れるはずがない。 

結果として 13 日の首脳会議の声明7には、速やかに将来の関係の協議を進め、バックストップの発

動を回避する努力をすること、発動された場合にも一時的な措置となるよう速やかに作業する方針を

明記するに留まった。すでに離脱協定でも示されていることの確認に留まっており、懸念を払拭する

には至っていない。 

 

３｜将来の関係の曖昧さへの不安  

アイルランドの国境管理のバックストップ恒久化への懸念と表裏一体ともいえる問題が、将来の関

係が曖昧であることだ。 

離脱協定が 599ページにわたるのに対して、英国がＥＵを離脱した後の将来の関係の「政治合意」

は 26ページに過ぎない。政治合意は、経済パートナーシップ、安全保障のパートナーシップ、制度的

枠組みなどもカバーしているため、経済パートナーシップに関わる章は 10ページだけだ。 

そもそも、将来の関係についての正式な協議は、離脱協定が発効した場合、離脱と同時に始まる移

行期間に行うため、政治合意は、協議の叩き台に過ぎず、法的拘束力もない。 

それでも、政治合意は、離脱協定の賛否を判断する重要な材料ではある。経済パートナーシップで

は、包括的な自由貿易協定と幅広いセクターの協力を目指す。その主な内容は、①財については規制

と通関手続きでの緊密な協力に基づく「自由貿易圏」を創設する、②サービス・投資では、相互の規

制の権限を尊重しつつ、世界貿易機関（ＷＴＯ）のルールやＥＵの自由貿易協定（ＦＴＡ）を大きく

上回るレベルの自由化を目指す、③金融サービスでは、相互の規制と意思決定の独立性を尊重する。

同等性評価を 20年末までに終える、④デジタル分野では、電子商取引、国境を超えるデータ移動の自

由のための規定を設ける、通信サービスの相互アクセスを認める、⑤人の移動の自由に替わる枠組み

（短期訪問者のためのビザなし渡航、研究・学業、職業訓練のための入国滞在など）を構築すること

などである（図表４）。 

これらの内容は、メイ政権が７月にまとめた白書の要望事項と大枠で一致し、産業毎の異なったア

プローチを受け入れる姿勢が見える点はＥＵ側の譲歩だ。ＥＡＳＡ（欧州航空安全庁）、ＥＣＨＡ（欧

州化学庁）、ＥＭＡ（欧州医薬品庁）への第３国の参加は、18 年 3 月に採択したガイドラインでは否

定されていたが、政治合意には「英国の当局の参加の可能性を探る」と明記された。他方、白書で求

めた内容のうち、「促進された関税アレンジメント」のための関税の代行徴収、金融の単一パスポート

から離脱する代替策として求めた同等性評価の強化などは含まれていない8。 

政治合意の内容には、強硬離脱派と穏健離脱派がともに不満を抱く。強硬離脱派は「自由貿易圏」

の構築が、バックストップと同様に事実上のＥＵルールへの恒久的な適合につながるリスクを懸念す

る。穏健離脱派は、財以外の分野でも、より深い関係を維持することが望ましいと考えている。法的

拘束力がない政治合意は、「願い事リスト」に過ぎず、将来について何の確約もないままＥＵを離脱す

ることを「目隠し離脱(blindfold Brexit)」という表現で労働党のコービン党首、ＳＮＰのスタージ
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ョン党首、緑の党のキャロリン・ルーカス党首らは問題視する。 

 

 図表４ 「将来の関係の政治合意」の経済パートナーシップの概要 

 

（資料） POLITICAL DECLARATION SETTING OUT THE FRAMEWORK FOR THE FUTURE RELATIONSHIP 

BETWEEN THE EUROPEAN UNION AND THE UNITED KINGDOM 

 

 

3――英国議会が協定案を否決した場合の選択肢 

 

現時点では、労働党の議員の大半と、ＳＮＰ、ＬＤＰの議員らは、総選挙や、より穏健な離脱、再

国民投票を求めて協定案に反対することが見込まれている。 

メイ首相の協定案に基づく離脱の可否は、保守党の強硬離脱派とＤＵＰの翻意に掛かっている。そ

の可能性は高いとは言えないものの、残っている。メイ首相は、協定案は、秩序立った離脱のための

唯一の選択肢であり、否決すれば離脱そのものも危うくなるとして支持拡大を図っている。協定案を

否決すれば、ノー・ディールのリスクを高めることになり、野党が望むとおり、事態収拾のために総

選挙や再国民投票を迫られることになれば、政権交代や離脱撤回の可能性も出てくるからだ。 

以下では、仮に、14日の週に英国議会下院がメイ首相案を否決した場合について整理しておきたい。 

まず、手続きについては、英国の離脱法の第 13条9が、「政府が 21日以内に方針表明（第４項）」し、

次に「方針表明から７日以内に中立的な表現による動議を提出（第６項）」つまり、７日以内に採決す

ると規定している。 

しかし、議会の分裂状態を考えると、速やかに方針を決定し、足並みを揃えることができるのかと

いう疑問がわく。離脱協定の英下院での審議初日の 12月 4日、保守党の親ＥＵ派のドミニク・グリー

ブ議員が提出した離脱法第 13条に関する修正動議が 321票対 299票で可決されている。この動議の可

決によって、政府が提出する動議の修正が可能になった。この修正は、法的に政府を拘束するもので

はないが10、政治的には意味があり、幾つかの選択肢が浮上し得るようになった。 

実現可能性という点では、英国の選択を、「再交渉に応じない」としているＥＵ側が承認するかも重

要だ。 

 

1｜ノー・ディール（合意なき離脱） 

メイ首相の協定案が否決された場合のノー・ディールの実現の可能性は高い。議会が分裂状態にあ
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り、離脱の期限が近づいている。保守党の強硬離脱派も、ノー・ディールを望んでいる訳ではないが、

分裂する議会が方針を決められない状態が続けば、偶発的にノー・ディールとなる。 

ノー・ディールの場合、離脱とともにＥＵ法の英国への適用が停止されることで、物流、金融、通

信、英国在住のＥＵ市民、ＥＵ在住の英国民の権利など幅広い分野に影響が及ぶ。英国政府とＥＵは、

それぞれ、企業や家計にノー・ディールのリスクへの準備を促すための分野別の文書などを発行し、

注意を喚起してきた。 

ノー・ディールによる混乱は、特別な法的措置によって、ある程度コントロールすることが可能だ。

ＥＵは、合意を促すため、特別な法的措置の公表に慎重な姿勢をとってきたが、12 月 19 日にはデリ

バティブ（金融派生商品）に関わる中央清算・決済業務や、中央預託業務（デポジタリー）、航空サー

ビスなど、重大な混乱が生じうる 14の領域に限定する形で行う、期間を限定した緊急対応措置を公表

した11。 

メイ政権も、休暇を短縮し、1 月 2 日にノー・ディールについて協議する閣議を開催すると伝えら

れている12。英国財務省はノーディールによる支出に備えて 42億ポンドの資金を用意する。 

ノー・ディールの影響は、特別立法や人員の増強などである程度コントロールできるとしても、人々

の暮らしや企業の活動の先行きの不透明感を長期化するおそれがあり、好ましい選択肢ではない。 

 

2｜ノルウェー・プラス（単一市場、関税同盟残留） 

ノルウェー・プラスは、ＥＵと再交渉し、異なった条件でＥＵを離脱する場合の選択肢の１つだ。

ＥＵは離脱するものの、欧州経済領域（ＥＥＡ）という既存の枠組みには残留して、ＥＵの単一市場

に参加する「ノルウェー型」に関税同盟への残留を付加する選択肢だ。 

ノルウェー・プラスという選択肢のベネフィットは２つある。１つは、ＥＵ離脱による激変を回避

できることだ。もう１つは、既存の枠組みがひな形となるため、ＥＵにも受け入れる余地があること

だ。ＥＵは「離脱協定」の修正には応じない方針だが、法的拘束力のない「政治合意」の内容の修正

であれば、応じる余地があり、ノルウェー・プラスの場合は対応可能だ。 

問題は主権の奪還というＥＵ離脱の目的の殆どが失われてしまうことだ。ＥＥＡに残留するのであ

れば、①財・サービス・資本・人の「４つの移動の自由」という単一市場の原則を切り離し、人の移

動のみを制限することはできない、②ＥＵの規則の一方的な受け入れ、③ＥＵ予算にも一定の拠出を

求められる。関税同盟に残留すれば通商交渉の権限も制限される。 

このようにノルウェー・プラスは、強硬離脱派にとっては受け入れ難い選択肢だが、強硬離脱派は

議会の多数派ではない。ノー・ディールによる混乱回避のための選択肢となる可能性はある。 

なお、労働党のコービン党首は、自身は筋金入りのＥＵ懐疑主義者であるが、労働党内と支持者、

とりわけコービン党首の人気を支える若い世代で再国民投票を支持する割合が高いこともあり、離脱

戦略に対して曖昧な姿勢を貫いてきた。12月 21日付けのガーディアン紙のインタビュー13では「党の

方針を一方的に決めることはできない」としつつ「総選挙に勝利した場合には、関税同盟への残留に

ついてＥＵと再交渉する」と述べ、離脱を推進する立場を示した。再国有化を主張するコービン党首

は、インタビューの中で、ＥＵの単一市場を構成するルールの１つである「国家補助規制」への懸念

を表明している。労働党の方針はさらに変わる可能性があるが、今のところ、ノルウェー・プラスは、
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選択肢ではないようだ。 

 

3｜ノー・ブレグジット（離脱撤回） 

ノー・ブレグジット、つまりＥＵ離脱を撤回し、ＥＵに残留する可能性は、あり得ないと見られて

いた。しかし、議会の分裂が深く、偶発的なノーディールが現実味を帯びるに連れて、混乱収拾のた

めにもう一度民意を問い、結果次第では、ＥＵに残留するという可能性も排除できなくなっている。 

12月 10日に欧州司法裁判所（ＥＣＪ）が、「離脱協定が未発効ないし締結されていないか、２年間

の期限が（規定に従って延長されるにしても）過ぎていない限り、当該国の憲法上の要請に従って、

ＥＵ諸国の同意なしで一方的に離脱通知を取り消すことができる」との判断を示した14。ＥＣＪの判

断の重要な点は、離脱前であれば一方的な撤回が可能というだけでなく、「当該加盟国の加盟国として

の地位に関する条件を変更しない」としている点だ。英国は、ユーロを導入しない権利やＥＵ予算か

らの払い戻し（リベート）などの特別な権利を有する加盟国だった。離脱後の再加盟の場合には、こ

れらの権利を得ることはできないが、離脱前に撤回すれば、特別な加盟国としての地位を維持できる

ことは、離脱撤回を促す材料となる。 

ＥＣＪが、通知撤回の条件とした「憲法上の要請に従う」という要件を満たす手続きとしては、「国

民投票」と共に、再国民投票の実施を争点とする「総選挙」が考えられる。 

国民投票の問題は、関連法の整備などのために 22週間は必要と見られることだ。国民投票の結果に

対応する時間も必要になる。それだけの離脱期限の延長を、英国を除くＥＵの 27の加盟国が全会一致

で承認するかは不透明だ。 

国民投票にあたっては、どのような文言で行うかという問題もある。「協定案による離脱」か「ノー・

ディール」か「残留か」の３択の場合、離脱票が２つに割れるため不利になる。ＥＵが、「ノー・ディ

ール」の是非を問う国民投票の結果を待つために、離脱期限の延長に応じることは難しいように思え

る。 

このようにノー・ブレグジットの実現可能性は高くはないが、経済合理性という面では最善の選択

肢だろう。離脱派が主張したように、英国経済と財政が、ＥＵの規制から離れ、ＥＵ予算への拠出が

減ることで好転する兆候は今のところない。国民投票前の 16年 3月公表の「2016年予算案」15で財政

責任庁（ＯＢＲ）は実質ＧＤＰ見通しを 18～20年の平均 2.1％としていたのに対して、18年 10月公

表の「2018年予算案」16の見通しは 18年 1.3％、19年 1.6％、20年 1.4％で、その後も 21年 1.4％、

22年 1.5％、23年 1.6％と低空飛行が続く。「2016年予算案」では、19年度（19年 4月～20年 3月）

と予測していた財政収支の黒字転化は、「2018年予算案」では 23年度時点でも困難と見られる。政府

債務残高の対ＧＤＰ比の削減ペースも遅れる。 

16 年の国民投票前の多くの機関が予測していたように17、英国経済にとって、ＥＵ離脱は、どのよ

うな形をとるにせよマイナスだが、ＥＵとの緊密な関係を保つ方がダメージは少ないとの評価も変わ

っていない。例えば、18 年 11 月に英国政府が公表したＥＵ離脱の長期にわたる経済的な影響に関す

る試算18では、ノー・ディールの場合は、新たな関係が始動してからのおよそ 15 年間で、「関税」と

「非関税障壁」の出現がＧＤＰを 7.7％（レンジの中央値、以下同じ）押し下げるとしている（図表

５）。単一市場圏内の移民純流入をゼロとした場合の影響は 9.3％まで拡大する。通常のＦＴＡであれ
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ば 4.9％、ノルウェー型のＥＥＡ残留なら 1.4％、将来の関係の政治合意に反映された英国の白書の要

望通りの内容であれば 0.6％の押し下げ効果に限定される。ＥＵ離脱によるベネフィットとされる「新

たな貿易協定」と「規制の自由度」は経済の押し上げ要因とされているが、それぞれ 0.1％～0.2％で、

ＥＵの単一市場との間に障壁ができる影響に比べて限定的だ。英国の中央銀行のイングランド銀行（Ｂ

ＯＥ）が 18 年 11 月に出した報告書19も「どのように離脱するにせよ、離脱しない場合よりも低成長

になる。幾つかのシナリオのうち、合意なき無秩序な離脱がマイナスの影響が最も大きくなる」とい

う結果は同じだ 

 

図表５ ＥＵ離脱が英国のＧＤＰに及ぼす影響に関する試算結果 

 

（注）現在の条件でＥＵ加盟を継続した場合との 15年後の乖離。 

白書は「政治合意」の叩き台となった英国の要望がフルに反映されたと想定したシナリオに基づく試算 

移民制限は、ここでは単一市場圏内からの純移民ゼロを想定 

（資料）HM Government（2018b） 

 

英国がＥＵ離脱を選択した後に生じた世界経済とＥＵの変化も、ノー・ブレグジットを後押しする。

世界経済の構図は、16年の大統領選挙で勝利したトランプ大統領の米国第一主義政策で大きく変わっ

た。中間選挙を終えて、通商・安全保障の両面で、一段と保護主義の度合いを強めそうだ。国家資本

主義で世界経済におけるプレゼンスを拡大してきた中国に対しては、トランプ政権ばかりでなく、米

国議会も警戒を強めている。米中の緊張関係は容易には解消しない見通しだ。国民投票の前から指摘

されてきたとおり、英国単独で米中という大国と向き合う困難さは、一段と増している。 

ＥＵも、離脱推進派が嫌ったドイツ主導、絶えざる深化を追求する傾向は薄まっている。ＥＵ加盟

国では、ハンガリー、ポーランドに続き、イタリアでも「ＥＵ懐疑主義」とみなされる政権が誕生し

ている。これらの国の政権は、ＥＵ離脱を主張するのではなく、ＥＵ改革を求める。主権の制限を嫌

う一方、関税同盟や単一市場の利益を手放すつもりはない。言わば、ＥＵの加盟国としての「いいと

こどり」を指向するスタンスは、ＥＵ加盟国としてのこれまでの英国と重なる。 

前項で振れた経済・財政への影響という面でも、世界経済とＥＵの変化という面でも、ノー・ブレ

グジットという選択肢は魅力的に見える。 
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4――おわりに－世論調査が示す深い分断－ 

 

国民投票から２年半が経過し、離脱期限が３カ月後に迫って、様々な選択肢が浮上している現状を、

英国の世論はどう受け止めているのか。 

実は、世論調査の結果は一様ではない。調査会社・ユーガブが 12 月 17 日に公表した世論調査20を

見る限りでは、英国民はノー・ディールを望んでおらず、再国民投票があれば、ノー・ブレグジット

が選択される可能性が高い。同調査では、ノー・ディールは「悪い」が 49％、「良い」が 16％、「違い

がない」が 19％、「わからない」が 16％である。残留か協定案による離脱かノーディールかの３つの

選択肢による国民投票を「支持」する割合は 44％、「不支持」が 35％、「わからない」が 21％を占め

る。「議会が決められない場合」という前提であれば、３つの選択肢による国民投票を「支持」する割

合が 50％に上昇する。「もう一度国民投票があったら、どのように投票するか」という問いに対する

回答では「残留」が 46％、「離脱」が 37％を占める。 

しかし、調査の結果は、設問によって、かなり違ったものになる。調査会社・オピニアムが 12 月

21日に公表した世論調査21では、「議会が否決した場合、次に何が起こるべきか」という問いに対する

最も多い回答は「ノー・ディール（追加の投票を行わず、合意がないままＥＵを離脱する）」で全体の

29％を占めた（図表６）。この結果を見る限り、財務省やＢＯＥの試算結果や政府が発する注意喚起は

あまり効果を発揮していない。16年の国民投票の際、離脱の悪影響を強調する残留派のキャンペーン

が「恐怖プロジェクト」と揶揄され、軽視されたのと同じように受け止められているのかもしれない。

メイ首相が、ＥＵとの将来の関係について、単一市場からも関税同盟からも離脱する方針を初めて明

らかにした 17年 1月のランカスター・ハウスでのメイ首相の演説に盛り込まれた「ノー・ディールは

悪いディールよりもまし(No deal is better than a bad deal)」というフレーズが、離脱支持者の間

に定着しているからかもしれない22。 

オピニアムの議会否決後の選択肢に関する調査で、「ノー・ディール」に続くのが、「協定案による

離脱か残留かを問う国民投票」で全体の 20％を占める。同社の 14 日公表の調査では「ノー・ディー

ル」と並んでいたが、21日の調査では低下した。民意を問うべきという票が「総選挙」や「協定案に

よる離脱か合意なき離脱かを問う国民投票」に割れることもあり、残留という選択肢を含む国民投票

への支持は低くなっている。 

ただ、共通する傾向として観察されるのは、2016 年の国民投票が浮き彫りにした、英国内の地域、

世代、職業や階層などによるＥＵ離脱に対する考え方の違いは、２年半が経過しても余り変わってい

ないことだ。ユーガブの調査で「残留」を支持すると答えた人の大半は、16年の国民投票で残留に票

を投じており、「離脱」についても同様だ。年齢層が高くなるほど、離脱を支持する割合が高くなる。

地域別にはロンドンとスコットランドで残留支持が高い点も同じだ。オピニアムの調査では、16年の

国民投票で離脱を支持した人々の 51％がノー・ディールを支持する。年齢層が高くなるほど、ノー・

ディールへの支持が高くなる傾向があり、65歳以上、引退者は、およそ半数がノー・ディールを支持

する。 
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逆に、国民投票や総選挙など、「何らかの形で民意を問うべき」とする割合は、残留に票を投じた人々

の間で高い。オピニアムの世論調査では、全体では「はい」が 46％、「いいえ」が 41％だが、残留に

票を投じた人に限れば、「はい」が 69％、「いいえ」が 18％である。民意を問うことへの賛成は、年齢

層が若いほど高く、年齢層が高くなると低くなる傾向が顕著だ（図表７）。 

 

図表６ 世論調査：議会が否決した場合、次に何が起こるべきか 

 

（資料）Opinium/Observer “VI 13 12 2018”, Opinium “VI 18 12 2018” 

 

図表７ 世論調査：議会が否決した場合、次にすることについて何らかの形で民意を問うべきか 

（年代別） 

 

（資料）Opinium “VI 18 12 2018” 

 

ノー・ブレグジットは、経済合理性では最善の選択肢だが、改めて民意を問うことについて、多く

の有権者が納得し、結果を受け入れる土壌がなければ、国内の対立は解消せず、分断を深めるおそれ

もある。 

エリザベス女王は、12 月 25 日のテレビを通じたクリスマス演説で「たとえ、深い意見の対立があ

っても、他の人々を同じ人間として敬意を持って扱うことは、常に理解を深める第一歩となる」とし
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て、分断の修復を訴えた。 

2019 年の英国は、分断を抱えたままノー・ディールというさらに不安定な環境へと突き進むのか、

残留派と離脱派の折衷案、ＥＵとの妥協案による秩序立った離脱を支持することで歩み寄り、分断の

修復へと動きだすのか。それとも、メイ首相の協定案でＥＵ離脱という現実の厳しさに直面したこと

で、もう一度、民意を問おうという機運が高まり、今度は次世代を担う若い世代の声を尊重し、ノー・

ブレグジットに向かうのか。 

１月中旬の下院の採決に向けてはなお紆余曲折がありそうだ。有力なシナリオがないことが、この

問題の悩ましさだ。 
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